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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策、金融政策などの効果を背景とす

る企業収益の改善の動きが、雇用・所得環境の改善につながり、また、輸出や生産に持ち直しの動きが

みられ、緩やかな回復傾向が続きました。 

当社グループを取り巻く市場環境は、平成 26 年度補正予算において、平成 25 年度の 5.5 兆円には及

ばないものの、「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」として総額 3.5 兆円が確保され、特に当社

グループの強みが活かせる「災害復旧・復興加速化など災害・危機等への対応」に 1.7 兆円が配分され

たことから、比較的堅調に推移しております。 

このような状況の中、より一層の安定的な経営を行うためには、組織の一体化・効率化とコーポレー

トガバナンスの一層の強化とともに、優秀な人材の養成・確保と技術の総合化・多様化・差別化により、

社会ニーズや社会環境の変化にマッチした組織構造・事業構造・事業領域への転換を図ることで、当社

グループ独自のビジネスモデルを構築し、特に生活環境や自然環境を意識した安全で安心な社会の実現

に貢献していくことが重要であると考えます。 

当社グループは、平成 25 年から平成 27 年までの中期経営ビジョンにおいて、「イノベーションによる

技術革新・市場創生と経営の効率化」を掲げており、引き続き、①これまでの技術開発の成果をもとに

した市場創生・新規事業の展開、②グローバル人材の育成、③コーポレートガバナンスの強化の 3 つの

重要な経営課題に取り組むことにより、強い経営基盤の構築と安定的な成長を目指しております。 

当第１四半期連結累計期間における連結業績は、受注高 31 億５千９百万円（前年同四半期比 22.6％

減）、受注残高 137 億２千７百万円（前年同四半期比 70.0％増）、売上高 42 億４千２百万円（前年同四

半期比 54.4％減）となりました。当社グループの売上高は上半期に集中する季節変動特性を有しており、

その中でも、前連結会計年度においては消費増税の影響で第１四半期に集中しましたが、当連結会計年

度は例年のペースに復したことにより、第１四半期の売上高は減少しております。 

また、営業利益は５億３千４百万円（前年同四半期比 82.5％減）、経常利益は５億２千５百万円（前

年同四半期比 82.6％減）、四半期純利益は３億３千８百万円（前年同四半期比 81.8％減）となりました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。（セグメント間取引を含んでおります。） 

 

（環境コンサルタント事業） 

同事業は、当社及び連結子会社４社(新日本環境調査㈱、沖縄環境調査㈱、東和環境科学㈱、以天安

（北京）科技有限公司)が行っている事業であり、環境アセスメント及び環境計画部門、環境生物部門、

数値解析部門、調査部門、環境化学部門、気象・沿岸部門の６部門より構成されております。 

売上高は 35 億５千６百万円(前年同四半期比 37.6％減)、セグメント利益は４億２千８百万円(前年同

四半期比72.9％減)となりました。 

 

（建設コンサルタント事業） 

同事業は、河川部門、水工部門、道路部門、橋梁部門の４部門より構成されております。 

 売上高は６億２百万円(前年同四半期比 82.0％減)、セグメント利益は６千１百万円(前年同四半期比

95.5％減)となりました。 

 

（情報システム事業） 

同事業は、システム開発及び画像解析等の事業を行っております。 

   売上高は４千８百万円(前年同四半期比80.2％減)、セグメント利益は０百万円(前年同四半期比99.9％

減)となりました。 
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（不動産事業） 

同事業は、赤坂のオフィスビル、旧本社ビル等の不動産賃貸事業を行っております。 

   売上高は６千６百万円(前年同四半期比 56.0％増)、セグメント利益は４千４百万円(前年同四半期比

76.2％増)となりました。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

   資産、負債及び純資産の状況 

(資産) 

資産合計は、前連結会計年度末と比べ 29 億４千３百万円増加し、255 億８千２百万円となりました。 

流動資産につきましては、主に現金及び預金の増加５億８千４百万円、受取手形及び営業未収入金

の増加 18 億８千４百万円、仕掛品の増加４億９千５百万円により、前連結会計年度末に比べ 29 億４

千５百万円増加し、106億５千２百万円となりました。 

固定資産につきましては、主に減価償却費の計上による建物の減少５千６百万円、基幹系システム

の購入等による無形固定資産の増加５千６百万円により、前連結会計年度末に比べ２百万円減少し、

149億２千９百万円となりました。 

(負債) 

負債合計は、前連結会計年度末と比べ 30 億２千２百万円増加し、126 億７千２百万円となりました。 

流動負債につきましては、主に支払手形及び営業未払金の増加４億６千５百万円、短期借入金の増

加 22 億２千５百万円、未払法人税等の減少６億７千２百万円、賞与引当金の増加２億５千６百万円に

より、前連結会計年度末に比べ27億７千７百万円増加し、90億９千３百万円となりました。 

固定負債につきましては、主に社債の減少２千５百万円、退職給付に係る負債の増加２億９千万円

により、前連結会計年度末に比べ２億４千５百万円増加し、35億７千８百万円となりました。 

(純資産) 

純資産につきましては、主に利益剰余金の減少７千７百万円により、前連結会計年度末に比べ７千

８百万円減少し、129億１千万円となりました。 

企業の安定性を示す自己資本比率は、当四半期連結会計期間末は 50.5％であり、また、支払能力を

示す流動比率は117.1％であります。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

   第２四半期連結累計期間及び通期の業績予想につきましては、前回の業績予想（平成 27 年２月６日発

表「平成26年12月期決算短信」）から変更はありません。 

   理由は、第１四半期の売上高が 42 億４千２百万円（前年同四半期比 54.4％減）となったものの、これ

は主に、季節変動特性として売上が上半期に集中する中でも、前連結会計年度は消費増税の影響により

第１四半期に集中したのに対して、当連結会計年度は例年のペースに復したことによるものであり、売

上高が前年同四半期に比べ 50 億６千５百万円減少した一方で受注残高は 137 億２千７百万円（前年同四

半期比70.0％増）と前年同四半期に比べ56億５千万円増加していることによります。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  （退職給付に関する会計基準等の適用） 

    「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 第 25 号 平成

24 年５月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付

適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務

及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準

へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退

職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ

変更しております。 

    退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、

当第１四半期連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額

を利益剰余金に加減しております。 

    この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が２億９千１百万円増加し、利益

剰余金が２億９千１百万円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益

及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であります。 

 

（４）追加情報 

  （法人税等の変更等による影響） 

    「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法 

律」（平成 27 年法律第２号）が平成 27 年３月 31 日に公布され、平成 27 年４月１日以後に開始する連

結会計年度から法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、平成 28 年１月１日から開始

する連結会計年度において解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率が 33.1％に変更されます。また、平成 29 年１月１日から開始する連結会計

年度において解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する

法定実効税率が32.3％に変更されます。 

    この税率変更による影響額は軽微であります。     

 

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。 
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,144,784 1,729,506

受取手形及び営業未収入金 1,089,766 2,974,306

有価証券 2,984 3,176

仕掛品 5,075,292 5,570,490

貯蔵品 28,206 20,753

繰延税金資産 200,994 235,811

その他 175,990 131,520

貸倒引当金 △11,095 △12,704

流動資産合計 7,706,924 10,652,860

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 4,574,224 4,517,499

土地 7,624,755 7,624,755

その他（純額） 852,361 833,475

有形固定資産合計 13,051,341 12,975,730

無形固定資産 86,497 142,529

投資その他の資産

投資有価証券 886,671 896,498

繰延税金資産 5,694 5,574

その他 915,272 922,663

貸倒引当金 △13,400 △13,400

投資その他の資産合計 1,794,238 1,811,335

固定資産合計 14,932,078 14,929,595

資産合計 22,639,002 25,582,456

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 691,623 1,157,148

短期借入金 2,495,442 4,720,664

1年内償還予定の社債 65,000 50,000

未払法人税等 912,721 239,840

賞与引当金 86,921 343,011

受注損失引当金 28,251 5,704

その他 2,036,641 2,577,315

流動負債合計 6,316,600 9,093,684

固定負債

社債 275,000 250,000

長期借入金 135,209 130,043

繰延税金負債 86,583 74,840

役員退職慰労引当金 254,702 248,472

退職給付に係る負債 2,342,575 2,633,328

その他 239,333 241,831

固定負債合計 3,333,402 3,578,515

負債合計 9,650,003 12,672,200
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,173,236 3,173,236

資本剰余金 3,352,573 3,352,573

利益剰余金 6,322,866 6,245,415

自己株式 △139,252 △139,252

株主資本合計 12,709,423 12,631,972

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 220,139 229,011

為替換算調整勘定 39,131 40,288

退職給付に係る調整累計額 19,302 8,167

その他の包括利益累計額合計 278,573 277,467

少数株主持分 1,001 816

純資産合計 12,988,998 12,910,256

負債純資産合計 22,639,002 25,582,456
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 9,307,752 4,242,747

売上原価 5,480,466 2,900,241

売上総利益 3,827,285 1,342,505

販売費及び一般管理費 772,277 808,349

営業利益 3,055,008 534,156

営業外収益

受取利息 3,096 1,362

受取配当金 589 1,418

受取保険金及び配当金 - 5,111

保険事務手数料 1,513 1,080

その他 3,155 4,595

営業外収益合計 8,354 13,567

営業外費用

支払利息 8,487 6,576

持分法による投資損失 18,589 13,486

損害賠償金 11,570 -

その他 1,863 2,503

営業外費用合計 40,510 22,566

経常利益 3,022,852 525,157

税金等調整前四半期純利益 3,022,852 525,157

法人税、住民税及び事業税 1,285,401 222,756

法人税等調整額 △126,944 △36,113

法人税等合計 1,158,456 186,643

少数株主損益調整前四半期純利益 1,864,395 338,514

少数株主損失（△） - △20

四半期純利益 1,864,395 338,534
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,864,395 338,514

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △37,795 8,871

為替換算調整勘定 △2,044 922

退職給付に係る調整額 - △11,135

持分法適用会社に対する持分相当額 - 155

その他の包括利益合計 △39,839 △1,185

四半期包括利益 1,824,555 337,329

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,824,555 337,427

少数株主に係る四半期包括利益 - △98

決算短信 （宝印刷）  2015年05月01日 17時34分 4ページ （Tess 1.40 20131220_01）

いであ㈱（9768）平成27年12月期　第１四半期決算短信

8



 

 

（３）継続企業の前提に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

（４）セグメント情報等 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報            （単位：千円） 

 報告セグメント 

調整額 

(注)１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)２ 

環境コン 

サルタン 

ト事業 

建設コン

サルタン

ト事業 

情報システ

ム事業 

不動産 

事業 
計 

売上高      

外部顧客への売上高 5,694,916 3,338,642 246,104 28,088 9,307,752 ― 9,307,752

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

売上高又は振替高 
4,407 ― ― 14,817 19,224 △19,224 ―

計 5,699,324 3,338,642 246,104 42,905 9,326,976 △19,224 9,307,752

セグメント利益 1,581,808 1,368,088 79,729 25,381 3,055,008 ― 3,055,008

（注）1セグメント間取引消去によるものであります。 

   2セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報            （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 

(注)１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)２ 

環境コン 

サルタン 

ト事業 

建設コン

サルタン

ト事業 

情報システ

ム事業 

不動産 

事業 
計 

売上高      

外部顧客への売上高 3,539,385 602,526 48,725 52,109 4,242,747 ― 4,242,747

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

売上高又は振替高 
17,491 ― ― 14,817 32,308 △32,308 ―

計 3,556,876 602,526 48,725 66,926 4,275,055 △32,308 4,242,747

セグメント利益 428,026 61,412 6 44,711 534,156 ― 534,156

（注）1セグメント間取引消去によるものであります。 

   2セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

 ３．会計方針の変更 

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方

法を変更したことに伴い、「環境コンサルタント事業」、「建設コンサルタント事業」、「情報システム事

業」及び「不動産事業」の退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。 

   この変更による「環境コンサルタント事業」、「建設コンサルタント事業」、「情報システム事業」及び

「不動産事業」のセグメント利益に与える影響は軽微であります。 

 

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

  該当事項はありません。 
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（６）重要な後発事象 

  該当事項はありません。 
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